
平成２８年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

400,600 400,600 310,465

＜400,600＞ ＜400,600＞ ＜310,465＞

(141,700) (141,700) (109,817)

0 0

＜141,700＞ ＜141,700＞ ＜109,817＞

(2,356,617) (2,062,144) (1,620,226)

0 0

＜2,356,617＞ ＜2,062,144＞ ＜1,620,226＞

(139,802) (139,802) (104,851)

0 0

＜139,802＞ ＜139,802＞ ＜104,851＞

(170,062) (170,062) (127,546)

0 0

＜170,062＞ ＜170,062＞ ＜127,546＞

(345,141) (345,141) (258,855)

0 0

＜345,141＞ ＜345,141＞ ＜258,855＞

(121,486) (121,486) (91,114)

0 0

＜121,486＞ ＜121,486＞ ＜91,114＞

(999,238) 999238 (799,390)

0 0

＜999,238＞ ＜999,238＞ ＜799,390＞

(103,623) (103,623) (80,307)

0 0

＜103,623＞ ＜103,623＞ ＜80,307＞

(247,246) (247,246) (185,434)

0 0

＜247,246＞ ＜247,246＞ ＜185,434＞

(118,586) (118,586) (88,939)

0 0

＜118,586＞ ＜118,586＞ ＜88,939＞

(153,404) (153,404) (115,053)

C - 5 -

 漁業集落防災機能強化事業  雄勝第２地区  市  市  直接 1/2

1/2

280  C - 5 - 7  

  漁業集落防災機能強化事業  白浜地区  市  市  直接279  

276  C - 1 

  漁業集落防災機能強化事業  北上第１地区  市

 市  市  直接248  C

6 

 県  直接

278  C - 5 - 5 

7  
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（復興基盤総合整備事業）

 牡鹿地区  県

261 ☆ F - 1 - 1 - 1  漁業集落復興効果促進事業  石巻市  市  市

-

 直接 1/2

 直接 4/5

5/9

 市

- 5 - 4 

 市  直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業  名振地区  市

 直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業  船越地区  市  市

1/2  漁業集落防災機能強化事業  前網地区

3 

2 246  C - 5 -

 C - 7 -

247  C - 5 -

 県

 漁業集落防災機能強化事業  小室地区  市  市  直接 1/2

1/2

245  C - 5 - 1  

  水産加工業施設整備等支援事業  市内全域  市  民間  直接119

 直接 5/9

41  C - 1 - 5 

1  
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農地整備
事業）

 （石巻市）
大川地区

 県37  C - 1 

 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農地整備
事業）

 （石巻市）
三輪田地区

 県

（様式１－４）

石巻市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成28年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

-

 直接 5/9

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

2 

 県



平成２８年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

石巻市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成28年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

0 0

＜153,404＞ ＜153,404＞ ＜115,053＞

(230,375) (230,375) (172,781)

0 0

＜230,375＞ ＜230,375＞ ＜172,781＞

(157,633) (157,633) (118,224)

0 0

＜157,633＞ ＜157,633＞ ＜118,224＞

(193,593) (193,593) (145,194)

0 0

＜193,593＞ ＜193,593＞ ＜145,194＞

(139,715) (139,715) (104,786)

0 0

＜139,715＞ ＜139,715＞ ＜104,786＞

(52,885) (52,885) (39,663)

0 0

＜52,885＞ ＜52,885＞ ＜39,663＞

(105,977) (105,977) (79,482)

0 0

＜105,977＞ ＜105,977＞ ＜79,482＞

(455,914) (455,914) (341,935)

0 0

＜455,914＞ ＜455,914＞ ＜341,935＞

(75,507) (75,507) (56,630)

0 0

＜75,507＞ ＜75,507＞ ＜56,630＞

(109,384) (109,384) (82,038)

0 0

＜109,384＞ ＜109,384＞ ＜82,038＞

(65,904) (65,904) (49,427)

200,763 200,763 150,572

＜266,667＞ ＜266,667＞ ＜199,999＞

(104,531) (104,531) (78,398)

0 0
 市  市  直接308  C - 5 - 18 

 市  直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業  雄勝第１地区  市

 直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業  雄勝第５地区  市  市

1/2  漁業集落防災機能強化事業  牡鹿第１地区

17 

16 306  C - 5 -

C - 5 -

307  C - 5 -

 漁業集落防災機能強化事業  北上第２地区  市  市  直接 1/2

1/2

305  C - 5 - 15  

  漁業集落防災機能強化事業  本庁第５地区  市  市  直接287  

285  C - 5 

  漁業集落防災機能強化事業  本庁第２地区  市

 市  市  直接283  C

14 

 市  直接

286  C - 5 - 13 

12   漁業集落防災機能強化事業  本庁第１地区  市

284  C - 5 - 11   漁業集落防災機能強化事業  牡鹿第５地区  市  市

-

 直接 1/2

 直接 1/2

1/2

 市

- 5 - 10 

 市  直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業  雄勝第３地区  市

 直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業  雄勝第４地区  市  市

1/2  漁業集落防災機能強化事業  雄勝第６地区

9 

8 281  C - 5 -

282  C - 5 -

 漁業集落防災機能強化事業  雄勝第２地区  市  市  直接 1/2280  C - 5 - 7  



平成２８年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

石巻市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成28年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

＜104,531＞ ＜104,531＞ ＜78,398＞

(416,559) (416,559) (312,419)

0 0

＜416,559＞ ＜416,559＞ ＜312,419＞

(312,489) (312,489) (234,366)

0 0

＜312,489＞ ＜312,489＞ ＜234,366＞

(709,996) (709,996) (532,497)

0 0

＜709,996＞ ＜709,996＞ ＜532,497＞

(175,647) (175,647) (131,735)

0 0

＜175,647＞ ＜175,647＞ ＜131,735＞

(292,036) (292,036) (219,027)

0 0

＜292,036＞ ＜292,036＞ ＜219,027＞

(102,324) (102,324) (76,743)

0 0

＜102,324＞ ＜102,324＞ ＜76,743＞

(25,088) (25,088) (18,816)

0 0

＜25,088＞ ＜25,088＞ ＜18,816＞

(63,334) (63,334) (50,667)

0 0

＜63,334＞ ＜63,334＞ ＜50,667＞

(0) (0)

79,139 79,139 59,354

＜79,139＞ ＜79,139＞ ＜59,354＞

(27,842) (27,842) (20,881)

0 0

＜27,842＞ ＜27,842＞ ＜20,881＞

(17,631) (17,631) (14,104)

0 0

＜17,631＞ ＜17,631＞ ＜14,104＞

- 7 

5 -

 直接 1/2  （仮称）石巻市水産総合振興センター整備事業  魚町地区  市  市

316 ◆ C

C - 5 -

 市  直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業  本庁第６地区  市

 漁業集落防災機能強化事業  本庁第４地区  市  市  直接 1/2

1/2  漁業集落防災機能強化事業  本庁第３地区  市

315  C - 7 - 5 

24 314  C -

313  C - 5 - 23  

 市  直接312  

310  C - 5 

  漁業集落防災機能強化事業  牡鹿第４地区  市

 市  市  直接308  C

22 

 市  直接

311  C - 5 - 21 

20   漁業集落防災機能強化事業  牡鹿第３地区  市

309  C - 5 - 19   漁業集落防災機能強化事業  牡鹿第２地区  市  市

-

 直接 1/2

 直接 1/2

1/2

 市

- 5 - 18 1/2  漁業集落防災機能強化事業  牡鹿第１地区

 直接 4/5

364  C - 5 - 25   漁業集落防災機能強化事業  長面地区  市  市  直接 1/2

- 5 - 1 
 （仮称）石巻市水産総合振興センター整備事業
（効果促進事業）

 魚町地区  市  市

 市  直接 1/2

392  ◆  C  -   1  -   9  -   1  網地漁港対策調査業務  網地漁港  県  県  直接 4/5

374  C - 7 -  後川さけ人工ふ化場整備事業  牡鹿地区  市6  



平成２８年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

石巻市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成28年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(194,108) (194,108) (145,581)

0 0

＜194,108＞ ＜194,108＞ ＜145,581＞

(8,925,377) (8,630,904) (6,606,926) (0) (0)

680,502 680,502 520,391 0 0

＜9,605,879＞ ＜9,311,406＞ ＜7,127,317＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

石巻市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名

  5   
 被災地域農業復興総合支援事業（牡鹿地区農業
用機械施設等整備事業）

 牡鹿地区  県  市  間接 1/2393   C  -   4  -


